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３．本資本業務提携の相手先の概要 

電通の概要につきましては、下記「Ⅱ.６.割当予定先の選定理由等」をご参照ください。 
 
４． 本資本業務提携の日程 
(１) 本資本業務提携に関する取締役会決議日 平成 24 年 12 月 21 日 

(２) 本資本業務提携及び本第三者割当増資に関する契約締結 平成 24 年 12 月 21 日 

 
 
Ⅱ. 第三者割当による新株式の発行 
 
１．募集の概要 
(１) 払込期日 ： 平成 25 年１月 11 日（金） 

(２) 発行新株式数 ： 16,500 株 

(３) 発行価額 ： 1株につき 159,004 円 

(４) 発行価額の総額 ： 2,623,566,000 円 

(５) 資本組入額 ： 1株につき 79,502 円 

(６) 資本組入額の総額 ： 1,311,783,000 円 

(７) 募集又は割当方法 

（割当予定先） 

： 第三者割当の方法により、全株を電通に割り当てる。 

(８) その他 ： 金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力が発生す

ることを条件とする。 

 
２．募集の目的及び理由 

本第三者割当増資は、電通を割当先として行うものであり、上記「Ⅰ.1.本資本業務提携の目的及び理由」に

記載のとおり、当社グループと電通が持っている知見やノウハウを結集し、最先端のマーケティング・テクノ

ロジーを開発・駆使して、デジタル・マーケティング事業及びビジネス・インテリジェンス事業の拡大を目指

すために必要な資金を調達するものであります。 

そのため、増資の方法については、公募増資やライツ・オファリングといった方法よりも、本資本業務提携

の相手先である電通という特定の者との関係を前提とする第三者割当の方法が馴染むものであると判断致し

ました。 

なお、第三者割当増資による資金調達は既存株主の持分割合に影響を与えますが、電通との関係強化が中長

期的な当社グループの企業価値向上に大きく資するものと考えております。 

 
３． 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 
（１） 調達する資金の額 

① 払込金額の総額 2,623,566,000 円

② 発行諸費用の概算額 13,000,000 円

③ 差引手取概算額 2,610,566,000 円

（注）発行諸費用の概算額は、主に登記関連費用、取引所上場手数料、弁護士報酬等を見込んでおります。 
 
（２）調達する資金の具体的な使途 

上記差引手取概算額 2,610,566,000 円の具体的な使途につきましては、次のとおり予定しております。なお、

以下の資金使途に充当するまでの間、調達した資金は銀行預金で保管する予定です。 
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 具体的な使途 金額（千円） 支出予定時期 

① 
データ蓄積及び解析のためのインフラ

構築 
200,000 千円

平成 25 年４月から 

平成 26 年６月まで 

② 
アジア地域をはじめとする国内外での

戦略的投融資 
2,410,566 千円

平成 25 年４月から 

平成 27 年６月まで 

 
４．資金使途の合理性に関する考え方 

本第三者割当増資により調達する資金は、上記「３.(２)調達する資金の具体的な使途」に記載のとおり、①

データ蓄積及び解析のためのインフラ構築、②アジア地域をはじめとする国内外での戦略的投融資に充当する

予定です。 
当社グループは、インターネットメディアの運営や E コマース決済プラットフォームの提供を通じて、大量

のマーケティングデータを保有しておりますが、データベースに蓄積された大量の情報（「ビッグデータ」）を

広告・マーケティングソリューションに活用するためには、データ解析等の高度なマーケティング・テクノロ

ジーが必要となります。膨大な情報を単なるデータではなく、広告・マーケティングに役立つビジネス・イン

テリジェンスにするためのデータ分析・解析が可能となるような体制を整えるために、調達する資金を、ハー

ドウェアの新規設備投資及びソフトウェア開発等の、データ蓄積及び解析のためのインフラ構築に充当する予

定であります。さらに、北米をはじめとする国内外において、有望なベンチャー企業への戦略的投融資を行い、

最先端のマーケティング・テクノロジーを有する企業とのリレーション構築を積極的に進めてまいります。 
一方、アジア地域において事業展開を進めていく際には、それぞれの国や地域に固有の商習慣に配慮する必

要があり、現地企業との戦略的な業務提携及び資本提携は有力な手段であると考えられます。当社グループで

は既にインドネシアにおいて、現地企業と合弁会社を設立し、サービス提供を開始しております。これから順

次、他の国や地域で事業を展開するために、調達する資金を、アジア地域の Eコマース関連企業等への戦略的

投融資に充当する予定であります。 
このように、本第三者割当増資に係る資金使途は、本資本業務提携の目的であるデジタル・マーケティング

事業及びビジネス・インテリジェンス事業の拡大に不可欠なものであり、合理性があるものと判断しておりま

す。 
 
５．発行条件等の合理性 
（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

新株式の発行価格につきましては、本第三者割当増資に係る取締役会決議日（平成 24 年 12 月 21 日）の前日

から過去1か月間の株式会社大阪証券取引所JASDAQ市場における当社普通株式の終値の平均値である159,004

円と致しました。 

発行価格として、直近 1 か月間の平均値を採用することとした理由は、株式市場の日々の相場変動の影響を

回避するために、一定期間の平均値という平準化された値を採用するほうが、算定根拠として客観性が高く合

理的であると判断したためであります。 

また、この算定方法は、日本証券業協会「第三者割当増資の取扱いに関する指針」（平成 22 年 4 月 1 日付）

に準拠するものであります。 

なお、株式会社大阪証券取引所 JASDAQ 市場における当社普通株式の取締役会決議日の前日の終値 161,600 円

に対しては 1.61％のディスカウント、直近３か月間の終値の平均値 151,530 円に対しては 4.93％のプレミア

ム、直近６か月間の終値の平均値 148,005 円に対しては 7.43％のプレミアムとなります。 

また、当社監査役会からは、上記発行価格が割当先に特に有利でない旨の意見を得ております。 

 
（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本第三者割当増資により発行される普通株式は 16,500 株であり、平成 24 年 12 月 20 日現在の当社の発行済

株式総数 219,087 株に対する割合は 7.53％であり、一定の希薄化が生じることとなります。 

しかし、上記「Ⅰ.1.本資本業務提携の目的及び理由」及び上記「Ⅱ.3(2).調達する資金の具体的な使途」に

記載のとおり、本第三者割当増資により調達する資金を、デジタル・マーケティング事業及びビジネス・イン
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テリジェンス事業の拡大を目的としたデータ蓄積及び解析のためのインフラ構築、及びアジア地域をはじめと

する国内外での戦略的投融資に充当することで、当社グループの中長期的な収益拡大に寄与し、既存株主の利

益にかなうものであることから、本第三者割当増資による発行数量及び株式の希薄化の規模は、合理的である

と判断致しました。 

 
６．割当先の選定理由等 
（１）割当先の概要 

① 名称 株式会社電通 

② 所在地 東京都港区東新橋一丁目８番１号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 社長執行役員 石井直 

④ 事業内容 広告を中心にコミュニケーションに関連するサービスを提供する事業 

⑤ 資本金の額 58,967 百万円（平成 24 年３月 31 日現在） 

⑥ 設立年月日 明治 34 年 7月 1日 

⑦ 発行済株式数 2 億 7,818 万 4 千株 

⑧ 事業年度の末日 3 月 31 日 

⑨ 従業員数 21,649 名（連結）（平成 24 年３月 31 日現在） 

⑩ 主要取引銀行 
みずほコーポレート銀行、三菱 UFJ 信託銀行、三菱東京 UFJ 銀行、 

三井住友銀行、三井住友信託銀行 

⑪ 大株主及び持株比率 

一般社団法人共同通信社 7.37％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 6.92％ 

株式会社時事通信社 6.74％ 

（平成 24 年３月 31 日現在） 

⑫ 当社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 
当社は割当先との間で、広告販売等に関する取

引関係があります。 

関連当事者への該当

状況 
該当事項はありません。 

⑬ 最近３年間の財政状態及び経営成績 (単位：百万円)

  平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 平成 24 年３月期 

 連結純資産 505,556 512,141 556,889

 連結総資産 1,118,236 1,133,300 1,201,894

 1 株当たり連結純資産 1,943 円 55 銭 1,978 円 43 銭 2,152 円 46 銭

 連結売上高 1,678,618 1,833,449 1,893,055

 連結営業利益 37,323 50,937 51,977

 連結経常利益 44,790 54,166 62,843

 連結当期純利益 31,130 21,635 29,573

 1 株当たり連結当期純利益 125 円 03 銭 86 円 84 銭 118 円 69 銭

 1 株当たり配当金 27 円 00 銭 29 円 50 銭 31 円 00 銭
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（注）なお、割当先は株式会社東京証券取引所市場第一部に上場しており、当社は割当先が株式会社東京証

券取引所へ提出した「コーポレート・ガバナンス報告書」において、「反社会的勢力および団体との関

係を遮断し、反社会的勢力および団体からの要求を断固拒否するために、担当部署を設置し、社内外

の協力窓口と連携して対応します。」と明記していることを確認することにより、割当先並びに割当先

の役員及び主要株主が反社会的勢力及び団体ではなく、反社会的勢力及び団体とは一切関係していな

いと判断しております。 
 
（２）割当先を選定した理由 

割当先を選定した理由につきましては、上記「Ⅰ.1.本資本業務提携の目的及び理由」をご参照ください。 
 
（３）割当先の保有方針 

割当先からは、割り当てる当社普通株式の保有方針について、中長期的に保有する意向であることを確認

しております。 
なお、当社は割当先より、割当先が割当後２年間において、当該株式の全部又は一部を譲渡した場合には、

直ちに、その内容を当社に書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式会社大阪証券取引所に報告

すること及び報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意する旨の確約書を受領する予定であります。 
 
（４）割当先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

割当先の第 163 期有価証券報告書（平成 24 年６月 28 日提出）及び第 164 期第２四半期報告書（平成 24 年

11 月 13 日提出）に記載されている売上高、総資産、純資産、現金及び預金等の状況を確認した結果、割当

先は本第三者割当増資に係る払込みに必要かつ充分な現預金を保有しているものと判断しております。 

 
７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成 24 年６月 30 日現在） 募集後 

林 郁 15.40％ 林 郁 14.32％

ﾊﾞﾝｸ ｵﾌﾞ ﾆｭｰﾖｰｸ ﾖｰﾛｯﾊﾟ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

131705 
4.16％ ㈱電通 7.00％

ＴＩＳ㈱ 3.31％
ﾊﾞﾝｸ ｵﾌﾞ ﾆｭｰﾖｰｸ ﾖｰﾛｯﾊﾟ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 

131705 
3.87％

大阪証券金融㈱ 2.60％ ＴＩＳ㈱ 3.08％

ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ 

505104 
2.05％ 大阪証券金融㈱ 2.42％

㈱ジャストプランニング 1.50％
ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ 

505104 
1.91％

ｸﾚﾃﾞｨ ｽｲｽ ｱｰｹﾞｰ ﾁｭｰﾘｯﾋ ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ  

ﾄｳｷｮｳ 
1.31％ ㈱ジャストプランニング 1.39％

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱ 

（信託口） 
1.25％

ｸﾚﾃﾞｨ ｽｲｽ ｱｰｹﾞｰ ﾁｭｰﾘｯﾋ ﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ  

ﾄｳｷｮｳ 
1.22％

㈱ＳＢＩ証券 0.87％
日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱ 

（信託口） 
1.16％

六彌太 恭行 0.85％ ㈱ＳＢＩ証券 0.81％

 
８．今後の見通し 

本資本業務提携が平成 25 年６月期の連結業績に与える影響につきましては軽微でありますが、デジタル・マ

ーケティング事業及びビジネス・インテリジェンス事業の拡大は、中長期的な収益拡大に寄与するものと考え

ております。 
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９．企業行動規範上の手続きに関する事項 

本第三者割当増資は、①希薄化率が 25％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないことから、

株式会社大阪証券取引所の定める「企業行動規範に関する規則」第２条に定める独立第三者からの意見入手及

び株主の意思確認手続きは要しないものと判断しております。 
 
１０．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 
（１）最近３年間の業績（連結） 

 (単位：百万円)

 平成 22 年６月期 平成 23 年６月期 平成 24 年６月期 

売上高 8,346 11,067 14,903

営業利益 △960 135 1,621

経常利益 △457 972 2,708

当期純利益 

（△は当期純損失） 
△2,207 901 2,106

1 株当たり当期純利益 

（△は 1株当たり当期純損失） 
△11,959 円 70 銭 4,879 円 17 銭 9,759 円 03 銭

1 株当たり純資産 47,496 円 81 銭 53,120 円 15 銭 93,072 円 17 銭

1 株当たり配当金 －円 －円 1,000 円

 
（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 24 年 11 月 14 日現在） 

種類 株式数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 219,087 株 100.0％

現時点の転換価額（行使価額）

における潜在株式数 
1,493 株 0.6％

下限値の転換価額（行使価額）

における潜在株式数 
－ －

上限値の転換価額（行使価額）

における潜在株式数 
－ －

 
（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成 22 年６月期 平成 23 年６月期 平成 24 年６月期 

始 値 83,500 円 122,200 円 283,500 円

高 値 247,800 円 447,000 円 300,500 円

安 値 74,000 円 107,600 円 132,000 円

終 値 127,700 円 326,500 円 170,000 円

 
② 最近６ヶ月の状況 

 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 

始 値 171,000 円 130,600 円 123,500 円 136,700 円 153,300 円 159,000 円

高 値 172,000 円 156,200 円 144,700 円 164,500 円 160,100 円 169,000 円

安 値 127,500 円 122,700 円 123,000 円 136,300 円 133,000 円 151,400 円
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終 値 131,800 円 123,800 円 137,900 円 154,200 円 159,000 円 161,600 円

（注）平成 24 年 12 月の株価については、平成 24 年 12 月 20 日現在で表示しております。 
 
③ 発行決議日前日における株価 

 平成 24 年 12 月 20 日 

始 値 164,500 円

高 値 164,800 円

安 値 161,300 円

終 値 161,600 円

 
（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 
 ・公募増資及びオーバーアロットメントに係る第三者割当増資（普通株式） 

発行期日 平成 23 年７月 20 日及び平成 23 年８月９日 

調達資金の額 8,064 百万円 

募集時の発行済株式数 186,224 株 

当該増資による発行株式数 
公募増資 28,000 株 

第三者割当増資 4,000 株 

募集後の発行済株式総数 218,224 株 

当初の資金使途 

① 国内外のインターネット関連企業への投資及びエンジェルファ

ンドへの出資 5,300 百万円 

② ソーシャルメディアを活用した新たなサービスシステムの開発

投資 938 百万円 

③ 決済事業の運転資金 1,500 百万円 

④ 借入金の返済 326 百万円 

当初の支出予定時期 

① 国内外のインターネット関連企業への投資及びエンジェルファ

ンドへの出資 平成 24 年 6 月期～平成 26 年 6 月期 

② ソーシャルメディアを活用した新たなサービスシステムの開発

投資 平成 24 年 6 月期～平成 26 年 6月期 

③ 決済事業の運転資金 平成 24 年 6月期～平成 26 年 6 月期 

④ 借入金の返済 平成 24 年 6 月期～平成 26 年 6月期 

資金の充当状況 

現時点での充当状況は以下のとおりです。 

 

① 国内外のインターネット関連企業への投資及びエンジェルファ

ンドへの出資 1,905 百万円 

② ソーシャルメディアを活用した新たなサービスシステムの開発

投資 947 百万円 

③ 決済事業の運転資金 －百万円 

④ 借入金の返済 141 百万円 

 

③決済事業の運転資金につきましては、金融機関から低金利での借

入れが可能となったため、公募増資による調達資金を充当しないこと

と致しました。 

 

上記の資金使途に加えて、⑤SBI ベリトランス㈱株式取得資金に

4,000 百万円（支出時期：平成 24 年 6月期）を充当いたしました。平
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成 24 年３月 29 日に公表いたしました「SBI ベリトランス株式会社の

株式取得（子会社化）に関するお知らせ」のとおり、この株式取得に

より当社グループが提供するEコマース決済プラットフォームは国内

最大規模となり、当社グループの主力事業であるペイメント事業のよ

り一層の事業規模拡大及び中長期的な収益拡大が実現できると考え、

当初の資金使途の変更とはなりますが、上記①～④の資金使途よりも

期待収益率の高い投資であると判断して、調達資金を充当することと

いたしました。 

 

 
１１．発行要項 
(１) 募集株式の種類及び数 ： 普通株式 16,500 株 

(２) 募集株式の払込金額 ： 1 株につき 159,004 円 

(３) 払込金額の総額 ： 2,623,566,000 円 

(４) 増加する資本金の額 ： 1,311,783,000 円 

(５) 資本する資本準備金の額 ： 1,311,783,000 円 

(６) 募集方法 ： 第三者割当 

(７) 払込期日 ： 平成 25 年１月 11 日 

(８) 割当先及び割当株式数 ： 株式会社電通 16,500 株 

 
 

以上 


